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１．執筆者は以下の(1) または (2)を満たすことを原則とする。 
(1) 単著の場合、投稿時には会員であること。 
(2) 共著の場合、第一著者は投稿時には会員であること。ただし、第二著者以降の資格は問 

わない。 

 

２．投稿論文は、未発表のものに限る。（ただし、口頭発表したものでも、その旨を明記して

あれば、審査の対象とする。）また、投稿は一人2編までとするが、2編の論文にわたって第

一著者になることはできない。 
 
３．投稿分野は、学術的な実験・調査および理論的考察等をまとめた「研究論文の部」と、

教育実践にもとづく知見を報告する「実践研究の部」、研究論文に準じ、速報性を有し、会員

にとって有用な情報を含むものである「研究ノート」に分ける。 
 
４. 論文原稿の書式  

論文原稿は、以下に定める様式および本会ウェブサイト上のテンプレートを活用して執

筆すること。なお、投稿規定に合わない原稿は審査の対象としない。特に、注、文中引

用、引用文献、図表は厳守すること。 

 

（1）用紙サイズ及び行数と1行の文字数 

用紙サイズはA4版とし、上下40ミリメートル左右25ミリメートルの余白をとり、1ペー

ジ38行とする。1行の文字数は45文字とする。両端そろえ機能（ジャスティフィケーショ

ン）を利用して行末がそろうようにする。以上は、本文だけでなく、注と引用文献にも適

用される。ただし、図表、グラフ、付録については、行間等を適宜調整してもよい。 

和文原稿の場合、句読点、カギカッコ（「」）等は1文字に数える。句読点は「、」と

「。」とする。英文原稿については、文の終わりにつける符号（ピリオド、クエスチョン

マーク）の後に、半角英字１文字分のスペースを入れる。 

（2）ページ 

論文原稿にはページをつけないこと。 

（3）本文等のフォントとサイズ 

本文、注、引用文献に使用するフォントとサイズについては、英文原稿の場合はTimes 
New Roman (以下Timesと略す) 12ポイントとし、和文原稿の場合はMS明朝で10.5ポイン

トとする。ただし、図表、グラフ、付録については、英文も和文も、サイズを10ポイント

まで下げることができる。 



（4）論文題目等のフォントとサイズ 
項目／原稿種別 英文原稿 和文原稿 

論文題目 Times 18ポイント MS明朝18ポイント 

執筆者氏名 Times 14ポイント MS明朝14ポイント 

執筆者氏名ローマ字  Times 14ポイント 

所属機関 Times 12ポイントでイタリック体 MS明朝12ポイント 

所属機関英訳 Times 12ポイントでイタリック体 

要約見出し Times 12ポイントでボールド体 Times 12ポイントでボールド体 

要約(Abstract) Times 12ポイント Times 12ポイント 

（見出しはボールド体） 

本文ｾｸｼｮﾝ見出し Times 12ポイントでボールド体 MS明朝12ポイントでボールド体 

＊各セクションの見出しは太文字を使い、センタリングするとともに、上下に1行の空白を

設けること。セクション内の小見出しも太文字とするが、左寄せとする。 

 

（5）原稿の総ページ数 

原稿の総ページ数は、本文、注、引用文献、図、表等を含めて16ページを限度とする。

図や表等は原稿内にレイアウトすること。 

（6）図表、注と引用文献の書式（ARELE投稿規定より引用） 

図表、注と引用文献の書式はPublication Manual of the American Psychological 
Associationの第7版に準拠すること。 
図の番号とタイトルについては、表と同様、図の上部に記入すること。図の番号を論文中

に示す順序に従って Figure 1、Figure 2 のように算用数字で通し番号を付け、改行し、記

載すること。 
図表のタイトルに関しては、英文原稿ではイタリック体で記載するが、和文原稿では、イ

タリック体にはしない。 
引用文献については、下記の例を参考のこと。 

 
[英文原稿] （和文図書は著者名・書名をローマ字で記載し、書名に英訳をつける。） 
Canale, M., & Swain, M. (1980). Theoretical bases of communicative approaches to second 

language teaching and testing. Applied Linguistics, 1(1), 1–47. ←「号 (issue 
number) 」がある場合には必ず記入する。 

Ellis, R. (2008). The study of second language acquisition (2nd ed.). Oxford University 
Press. ←書籍においては、すべて出版社の所在地を記載しない。 

Kuno, S. (1978). Danwa no bunpo [Discourse grammar]. Taishukan-shoten. 
VanPatten, B. (2004). Input-processing in second language acquisition. In B. VanPatten 

(Ed.), Processing instruction: Theory, research, and commentary (pp. 5–31). 
Lawrence Erlbaum. 

 
 



[和文原稿]（和洋図書が混在する場合、和書を先に書く。和書の文献の提示順序は著者名 
の五十音順とする。洋書の提示順序はアルファベット順とする。） 

小林春美・佐々木正人（編）（1998).『子供たちの言語獲得』大修館書店 
高田智子 (2005).「小学校英語教育経験者の中学入学以降の文法獲得」『関東甲信越英語教育 

学会紀要』第 19 号, 35–46. 
 

※ DOI のある学術論文：DOIを記載すること。 
Laufer, B., & Nation, P. (1999). A vocabulary-size test of controlled productive ability. 

Language Testing, 16(1), 33–51. https://doi.org/10.1177/026553229901600103 
 

※ DOI のない学術論文：その学術誌の Web サイト URL を書くこと。“Retrieved from”
は、検索日の記載が必要な場合（オンライン辞典など常に更新され、過去の情報が残らない

Webサイト上の情報など）のみ記載する（APA 第 7 版 9.16 参照）。 
Hirsh, D., & Nation, P. (1992). What vocabulary size is needed to read unsimplified texts 

for pleasure? Reading in a Foreign Language, 8(2), 689–696. 
http://nflrc.hawaii.edu/rfl/PastIssues/rfl82hirsh.pdf 

Merriam-Webster. (n.d.). Merriam-Webster. com dictionary. Retrieved May 5, 2019, from 
https://www.merriam-webster.com/ 

 
５．論文本体の構成は以下を基本とする。これ以外の構成の論文投稿を妨げるものではない

が、その構成が妥当か否かの判断は査読者の判断に委ねられる。 
a) 調査・実験等によるデータ収集を伴う研究論文 

１．「はじめに」／「序論」等として、研究の目的及び意義を述べる。 
２．「研究の背景」／「先行研究のまとめ」等として、当該分野におけるこれまで

の関連する研究を概観し、研究課題の新規性・独創性を述べる。（１と２は１つ

の章にまとめても可） 
３．「調査の方法」／「研究の方法」等として、研究課題・仮説（２の最後に述べる

か、独立した章を設けても可）、調査参加者・実験被験者、データ収集に用いた

試験・質問紙等の道具、調査・実験の手続き、教育介入の内容と手順、分析の

方法等を述べる。 
４．「結果と考察」／「結果と分析」等として、得られたデータのまとめ、その解

釈、先行研究で得られた知見との比較等を述べる。「結果」と「考察／分析」の

２章に分けても可。 
５．「おわりに」／「むすび」／「結論」等として、新しい知見の概要、教育への示

唆、結果解釈上の留意点、今後の研究課題を述べる。 
b) 理論的考察を行う研究論文 

       a の論文構成のうち３と４の代わりに、内容に応じて適宜章のタイトルを設け、

新しい概念や研究の方向・方法の提示、複数の理論・方法の比較、入手可能な知

見による妥当性の考察、当該研究分野に与える影響の説明等を議論する。 
 



c) 教育実践に基づく知見を報告する教育論文 
１．「はじめに」／「序論」等として、取組の動機・目的、普遍的問題としての一般

化の可能性等を述べる。 
２．「問題の所在」／「解決すべき問題点」等として、取り組んだ教育実践上の問

題点を、深刻さ、解決すべき理由、原因の考察等を述べる。（１と２は１つの章

にまとめても可） 
３．「実践の内容」／「取組」等として、授業計画、教材、教授の手順、評価方法等

を具体的に示しながら実践の内容を説明する。 
４．「効果」／「結果と解釈」等として、観察、評価資料、質問紙・面接・授業評価

等の学習者からのフィードバック、第３者の評価等をもとに問題点がどのよう

に、どの程度解決したか、新たな問題は生じなかったか、考えられる理由は何

かについて説明する。 
５．「おわりに」／「むすび」／「結論」等として、報告した教育実践の概要と今後

の取組の展望を述べる。 
  d)  研究ノート 
         上記のa）とb）の研究論文に準ずる。 
 
６．原稿を以上の規格で作成し、事務局保管用と査読用をそれぞれ1 部ずつPDF化して、

以下の電子メールアドレスへ送付すること。なお、投稿受付期間は各年度の１１月１５日０ 
時から１１月３０日２４時（必着）とし、同年度３月を出版予定とする。 
 

journal@heles-web.com 
 

  事務局保管用は完全原稿の PDF とし、査読用は氏名と所属機関名を削除し、本文や注、

謝辞、参考文献等において執筆者を特定することが可能と思われる記述及び科学研究費等に

よる研究への言及を伏せたものをPDFとする。 
(例) 英文の場合  
 自分の文献を本文中で引用した場合：(xxxxxx, 2018)  
 自分の文献を参考文献に記載する場合：xxxxxx.(2018).xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx  
✳和文の場合はxを全角（ｘ）にすること。  

 なお、論文提出時に、当会のホームページから『HELES JOURNAL』執筆申込用紙を

ダウンロードし、必要事項を記入して原稿と合わせて送付すること。   

 
７．原稿の採否は、査読後決定する。なお、編集委員会の判定により、掲載論文の種類の変

更を勧める場合がある。 
 
８．提出された原稿の返却には応じられない。 
 
９.  審査後、修正を指示した場合、印刷用原稿を査読修正表とともに再提出すること。応募

段階で届け出た執筆者を採用通知後に変更することは認めない。 



１０．23号から印刷媒体での出版を取りやめ、電子媒体のみの出版とする。そのため、抜刷

の作成も行わないこととする。 
 

１１. 掲載論文の著作権について 
(1）本紀要に掲載された論文等を無断で複製あるいは転載することを禁じる。版権は北海道

英語教育学会に属し、複製あるいは転載する場合には文書による承諾を受けることとす

る。 
(2) 本紀要への投稿者は、投稿論文が採用・掲載された場合、以下の事項を了承したものと

みなす。 
北海道英語教育学会は、投稿論文等を印刷物または電子媒体により再出版または再配布

する権利、および論文の題目・概要を北海道英語教育学会ホームページに掲載する権利

を保有する。 
(3)  本紀要掲載論文著者所属の機関レポジトリを通じて公開が求められた場合、著者本人と

紀要編集委員会事務局の事前の了解があれば、これを認めることとする。 
(4)  紀要編集委員会事務局の了解は、著者本人あるいは機関レポジトリ担当者が、事前に文

書・電子メールで得ることとする。 
(5)  機関レポジトリを通じて公開する原稿は、HELES Journal本体またはその別刷をスキ

ャンした電子ファイル、あるいは著者本人が保有する最終稿（査読を経て掲載が許可さ

れた原稿）の電子ファイルとする。 
(6)  公開の際には、「本論文の著作権は北海道英語教育学会に属する」ということを明記す

る。 
(7)  HELES Journal掲載論文を著者個人のWeb サイトから公開することは、原則的には

認めない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


